
から疎外され、地域の中でも孤立し、さらに崩

壊する養育環境の中で行き場を失い、虐待など

で本当に命を失う子どもたちも出ています。

  これは決して、よその国の話でも、他の地方

の話でもなく流山市も例外ではありません。だ

から、貧困対策法が制定され、貧困対策大綱が

打ち出されざるを得なかったのです。

  この貧困対策法と大綱を、流山市の当局はしっ

かりと受け止め、拓策を講じる必要があります。

　子どもの貧困対策のためには、その実態を正
確に知り、その中から課題を明らかにしていく
必要があります。当局は流山市内における子ど
もの貧困の実情をどのようにして把握していま
すか。東京都の足立区は子どもの貧困の実態を
調査するために独自のアンケート調査と分析を
行いましたが、流山市も子どもの貧困の実情を
より広範に、より正確に把握する取り組みを行
うべきだと考えますがどうですか。

　足立区は、問題の深刻さを正面から受け止め

て、独自の実態把握のためアンケート調査を行

いました。区内の小学１年生の子どもがいる全
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■市は子どもの貧困対策を
どう実施するのか？

市民の声の実現
のため12月市
議会で一般質問

　昨年 11 月～ 12 月の市議会で、阿部治正は

子どもの貧困、放射能対策の 2 点について一般

質問を行いました。以下、質問の要旨を掲載し、

この問題の重要性についての市民の皆様のご理

解を得たいと思います。紙数の都合で市側の答

弁は掲載できません。市議会 HP の録画や後日

発行の議事録を図書館などでご覧下さい。

　「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が
制定されて2年、具体的な対策として「子ど
もの貧困対策に関する大綱」が閣議決定されて
1年。この法と大綱を受けて流山市は、「教育
支援」、「生活支援」、「保護者の就労支援」、「経
済的支援」の分野で具体的にどのような対策を
行ってきていますか。今後の方針や事業計画に
ついてどのように考えていますか。

　子どもの貧困対策法制定の背景には、この問

題が政府にとっても無視できないほど深刻化し

ている現実があります。日本の貧困ラインは、

2 人世帯は手取り 173 万円、３人世帯で 211

万円、4 人世帯で 244 万円。これを下回る所

得の世帯が 16・3％、つまり 6 人に 1 人の子

どもが貧困の下に置かれています。OECD（経

済協力開発機構）35 カ国中で悪い方から 9 番

目。1 人親家庭の貧困率は 54・６％と半数以

上で OECD 諸国で最悪です。

  数字の背後には、学用品を買えない、病気に

なっても病院に行けない、それどころか日々の

食事にも事欠く子どもたちがいる現実がありま

す。そうした子どもたちは、往々にして、学校

■子どもの貧困の実態を調
べるべきではないか？

寒
い
日
も
暑
い
日
も
平
日
の
朝
は
毎
日
休
ま
ず
駅
頭
で
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す



家庭を対象に、子どもの健康状態や生活状況を聞き取る調

査です。「経済的な理由で購入を諦めたものがあるか」「歯

磨きや運動をどのくらいしているか」「寝る時間や起きる時

間」「虫歯の有無」など子どものことに加え、親の「年収」

や「学歴」「パートナーとの関係が良いかそうでないか」な

ど世帯のプライバシーに関わる内容も聞いていますが、す

でに対象家庭の８２％のから回答を得ました。

  取り組みを報道したＮＨＫ番組では、東京大学大学院・

橋本英樹教授が、「足立区で起こっていることは、どの市

区町村でもいま起こっている問題」と述べています。つま

り、子どもの貧困はどこの地域にも見られる普遍的な現象

となってしまっているのです。

　  流山市においても、何らかの形での貧困の実態調査、実

情調査が求められていると考えますが、いかがですか。

　専門家の中に、福島県や北茨城市における子どもの甲
状腺がんは多発とみなすべきとの見解があり、それが原
発事故に由来する放射能汚染による可能性があるとの
指摘もあります。事故直後には放射線管理区域を超える
1平米あたり 6万から 10万ベクレルというの汚染の事
実が示され、高いレベルの放射能プルームが流れてきた
ことが分かっている流山市においても、子どもの甲状腺
エコー検査が求められていると考えますがどうですか。
　　　　　

  この問題について、流山市はこれまで次のように主張して

きました。“健康調査などは必要。しかしそれは国がやるべ

き事で流山市独自には行わない。原発事故による放射能の

健康への影響に政府は否定的な考えだが、専門家の中では

様々な意見がある”。

　この主張は混乱

しているので、解き

ほぐします。

①まず健康診断や

健康調査が必要だ

という考え。これは

まったく正しい。

②しかし、その後に

続く、国の責任で行

うべきで流山市は

実施しないという態度。これは全く正しくない。そもそも

この問題は、予算の問題がクリアされれば解決されるもの。

お隣の柏市や松戸市では、国の予算で甲状腺エコー検査を

実施しているのですから、流山市でもやる気にさえなれば

可能です。

③最後に、福島や北茨城市の子どものがんの多発に、放射

能の影響があるか否か。このことを、原発事故に責任のあ

る政府は絶対に認めたくない。しかし多くの専門家がその

影響を指摘し、緊急の対策を求めている。そういう中で、

原因が何かについての議論は、棚上げしても良い問題です。

ICRP（国際放射線防護機関）などの考えも、放射能の健康

影響が懸念される以上は、何よりも予防原則に立って人の

健康を重視しろというものです。

　以上の三つのことは、流山市としてもエコー検査などをや

れるし、やるべきだと結論づけています。福島県などで多発

している子どもの甲状腺がん。物事を論理的に整理していっ

た上での結論。それらが健康診断、甲状腺検査などを行うべ

きだと示しているにもかかわらず、それを拒否し続ける理由

が全く分かりません。 市長に対して、改めて子どもの健康

診断、エコー検査を強く求めて、質問を終わります。

■放射能対策――子どもの甲状腺検

査を拒否する理由は無くなった！
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多発する子どもの甲状腺がん
学界の通説　100万人に1～2人
福島県　　　3000人に1人
北茨城市　　1200人に1人
岡山大学の津田敏秀教授（環境疫学）
異常な多発だ。増加に備え福島
県外でも行政の対策が必要。
国立がん研究センターの津金昌一郎さん
日本全体の罹患率と比べ数十倍
の多発。

自衛隊の「駆けつけ警
護」はかえって危険」
―現地の支援NGO職員
「自衛隊派兵のダシにしない
で」、「自衛隊が来れば、逆に
自分たちは殺される」、「地元
住民も殺される」、「報復で日
本本土でもテロが起きる」


